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組織運営の課題と対策
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組織運営の課題
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1. 人手不足・離職の高さ
• 慢性的な人員不足、充足して
も離職率が高く定着しづらい。

• 夜勤・早遅番による負担、感
染症対応や記録業務増で業務
量が高止まり。

2. 賃金・処遇の不明瞭さ
• 他産業と比べ賃金水準が低
めで、経験に見合う昇給が
限定的と感じられやすい。
処遇差が採用・定着を阻害。

3. 高い身体的・精神的負担（メン
タルヘルス・離職要因）
• 移乗・入浴介助などで腰痛リス
クが高い。BPSD対応や看取り、
クレーム対応など心理的負担も
大きい。

4. スキル・研修機会の偏在とキャリア
パスの不明瞭さ
• 認知症ケア、看取り、口腔・栄養、感
染対策、リハビリ連携、ICT活用など
の高度化に対し研修機会や指導体制が
不足。管理職・リーダー育成が遅れ、
現場の属人化・疲弊を招く。

5. 外国人材の受入れ課題（言語・定着・
育成）
• 技能実習・特定技能・EPAなど多様な
ルートで受入れが増加。言語コミュニ
ケーション、記録、家族対応、長期定
着、指導負担がボトルネック。

6. 業務の非効率・記録負担（ICT化の遅
れと定着ギャップ）
• 手書き記録や重複入力、情報連携
の断絶が残存。ICT導入は進むが、
現場運用や教育が追いつかず効果
が限定。

7. 患者・家族とのコミュニケーショ
ン課題
• 苦情・ハラスメント対応、ケア内
容説明、意思決定支援（ACP）、
多職種連携の調整負荷。

8. 高齢化・重度化への対応力不足
• 入居者の医療的ニーズ増（吸引、
経管栄養、看取り）に対し、看護
配置や介護職の医療的ケア教育が
追いつかない。

9. 勤務環境・シフト設計の難しさ
• 24時間稼働での人員配置、突発欠
勤・感染症流行時の穴埋め、長時
間労働・連続夜勤などが健康影響
を及ぼす。

10.組織風土・マネジメント課題
• 指示系統の不明確さ、ミスへの責め
文化、経験年数差による摩擦、多職
種間の壁。



組織運営の課題
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人に対する課題の対応
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1. 人手不足・離職の高さ

2. 賃金・処遇の不明瞭さ

3. 高い身体的・精神的負担

4. スキル・研修機会とキャリアパスの不明瞭さ

5. 外国人材の受入れ・定着

6. 業務の非効率・記録負担（ICTの遅れ）

7. 利用者・家族とのコミュニケーション課題

8. 高齢化・重度化への対応力不足

9. 勤務環境・シフト設計の難しさ

10.組織風土・マネジメント課題

1. 人手不足・離職の高さ

2. 賃金・処遇の不明瞭さ

3. 高い身体的・精神的負担

4. スキル・研修機会とキャリアパスの不明瞭さ
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6. 業務の非効率・記録負担（ICTの遅れ）
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10.組織風土・マネジメント課題

「人事制度」設計で改善



人事制度をテコにした改善
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効果 高
• 人手不足・離職の高さ
人事制度で効く要素：入職後オンボーディングの制度化、試用期間評
価と早期フォロー、紹介制度（インセンティブ）、定着ボーナス、エ
ンゲージメント定点調査の制度化

• 賃金・処遇の不明瞭さ
人事制度で効く要素：処遇改善等の配分ルール明文化、職務給・役割
給、夜勤・重介助手当の最適化、地域手当、賞与の業績・行動連動

• 組織風土・マネジメント課題
人事制度で効く要素：評価基準の可視化（ハラスメント禁止・チーム
行動の評価項目化）、管理職評価による育成KPI組込み、1on1や面談
の制度化、通報窓口



ハイブリッドJOB型人事制度の
考え方
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① 雇用形態

▪「メンバーシップ型雇用」
➢「人」の会社への帰属を軸としているため、「仕事」に
人をあてはめるのではなく、まず「人」を採用し、その後
に仕事（配置先)を決めるという採用形態

▪「ジョブ型雇用」
➢「人」基準で雇用するメンバーシップ型に対し、いわゆ
る「ジョブ型」雇用では、「仕事」基準に、仕事に人を就
ける形で雇用
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① 雇用形態

メンバーシップ型 ジョブ型

基本的な考え方 ➢ 仕事に人をつける
➢ 仕事内容を限定せず、人材を育てていく
➢ 人の出入りは原則ない（又は少ない）
➢ 事業者と従業員関係：保護者と被保護者

➢ 職務に対して人を割り当てる
➢ 職務内容を明確に定義し、職務や職位で評価する
➢ 人の出入りが多い
➢ 事業者と従業員関係：パートナー関係

人事制度 ➢ 等 級：職能
➢ 報 酬：年功、内部貢献、職種市場価値
➢ 人事権：異動・昇給・賞与は中央管理

➢ 等 級：職務
➢ 報 酬：職務遂行レベル
➢ 人事権：異動・昇給・賞与は各部門

人事マネジメント ➢ 採 用：定期採用（新卒一括）中心
➢ 異 動：事業者主導（配置転換を命じて別の業務
を割り当てることができる）

➢ 採 用：欠員補充（職務別採用）中心
➢ 異 動：公募（ポスティング制度）や、従業員が
望むキャリア形成による異動

人事運営 ➢ 要員計画：既存-定年+新卒
➢ ジョブ定義：必要なし（仕事内容限定せず、多様な
経験で人を育てる）

➢ 要員計画：経営戦略、人材戦略
➢ ジョブ定義：必要

キャリア形成 ➢ キャリア形成は事業者ベース
• 与えられた仕事を頑張る
• キャリアは分からないが雇用は保障
• 将来に向けたスキル、キャリアアップが活きる
かどうかは人事異動次第

• 幅広いスキルがあるゼネラリスト

➢ キャリア形成は個人の意思尊重
• 希望するキャリア実現を目的に、実績を上げる
• 院内異動、転職を活用し、従業員が望むキャリ
ア選択

• 自らリスキル、スキルアップする強い動機

特徴 ➢ 自律的にキャリア形成が構造的に発生しにくい ➢ 自律的なキャリア形成が構造的に促されやすい

10参考：令和6年度 厚生労働省委託事業 配偶者手当の見直し、職務給の導入を始めとする民間企業の賃金制度見直し促進のための広報事業 配偶者手当と賃金制度の見直しセミナー 12頁



過去

現在
未来

ミッション
ビジョン

経営戦略

人材戦略

バリュー 連動

② 経営戦略と人材戦略



③ ジョブ型人事制度（全体像）
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ジョブ型導入に向けた
人事制度（職務・能力・対価）設計

◆ 職務の明確化

◆ 個々の職員の能力（知識・技能）
評価と職務割り当て

◆ 報酬の当てはめ 人事制度

人
【能力】

報酬

【対価】

仕事
【職務】

職
責

権
限

成
果

量
質
時間
方法

職務基準＝



１．職務給のみ ２．職務給＋職能給 ３．職務給＋年齢給

４．年齢給＋職務給＋役割給 ＝（ハイブリッドJOB型賃金）

③ ジョブ型人事制度（賃金）
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年齢給

年齢・勤続年数

支
給
額

職務遂行能力

職能給

支
給
額

職務・役割難易度

職務給

支
給
額



④ ハイブリッドJOB型人事制度（賃金）
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実質賃金

生計費上昇

職
務
給

年齢

実質
賃金
減少

年齢

同一賃金職
務
給

能力向上
＝職務拡大

生計費上昇⇒
年齢給で対応

年
齢
給

職務給



④ ハイブリッドJOB型人事制度（賃金イメージ）
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年齢給

年齢

支
給
額

職務給＋役割給

等級

支
給
額
（
号
棒
）

1等級
2等級

3等級

4等級

5等級
（主任）

6等級
（科長・師長）

一般職 中間指導職

役割給
（役職手当）



⑤ ハイブリッドJOB型人事制度の設計手順
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（1）
現状分析

（2）
人事制度改革の

方針決定

（3）
職務調査

就業規則
給与規程
賃金台帳など

メンバーシップorジョブ型
人事制度

職務の洗い出し
（職務（予備）調査）



⑤ ハイブリッドJOB型人事制度の設計手順
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（4）
職務評価

（5）
賃金設計

（6）
評価制度の
見直し

職
員
説
明
会

職務難易度評価 賃金体系の見直し 人事評価制度の見直し



ハイブリッドJOB型人事制度の
事例紹介

18



＜将来推計人口＞

単位：人 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

男女計総数 324,715 330,339 332,811 332,596 329,064 322,332 314,260

男女計15歳未満 32,689 34,241 33,577 31,523 29,732 27,807 26,105

男女計15～64歳 216,885 214,006 209,320 202,502 190,287 178,296 165,456

男女計65歳以上 75,141 82,091 89,915 98,571 109,046 116,230 122,699

算出方法：

＜診療圏内　総患者数＞（推計） 推計患者数は、2020年患者調査を基に算出しています。

＜将来推計人口ベース＞

単位：人／日 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年
FALSE 入院計 2,136.3 2,431.3 2,731.3 3,005.4 3,187.6 3,337.3 3,521.9
FALSE 外来計 2,387.4 2,556.8 2,700.4 2,818.8 2,906.9 2,949.4 2,951.6
FALSE 在宅計(全科目・外来再掲) 62.4 72.9 83.5 96.9 103.1 105.6 111.0

入院／内科 1,274.5 1,456.3 1,642.3 1,813.1 1,924.3 2,014.8 2,131.3

入院／消化器内科 122.5 134.6 146.3 156.4 164.3 170.6 175.1

入院／脳神経内科 96.4 106.1 115.1 122.5 128.8 134.3 138.8

入院／整形外科 409.5 471.6 535.3 595.7 634.1 665.9 709.3

入院／皮膚科 12.0 13.0 14.0 14.9 15.7 16.4 16.9

入院／麻酔科 2.9 3.2 3.4 3.5 3.7 4.2 4.4

入院／リハビリテーション科 141.5 158.4 175.2 189.8 200.3 208.4 216.3

入院／人工透析科 77.1 88.1 99.7 109.5 116.4 122.7 129.9

外来／内科 1,042.6 1,109.7 1,167.8 1,217.1 1,252.3 1,263.3 1,253.3

外来／消化器内科 208.3 219.6 229.1 236.7 241.7 241.4 235.8

外来／脳神経内科 80.0 85.6 90.2 94.4 98.0 99.8 99.6

外来／整形外科 574.7 630.0 674.9 710.0 737.5 759.9 780.0

外来／皮膚科 152.3 155.4 158.3 160.9 162.3 161.3 157.9

外来／麻酔科 21.5 22.7 23.5 23.9 24.5 24.7 24.4

外来／リハビリテーション科 150.7 161.1 170.1 177.5 183.4 186.5 185.5

外来／人工透析科 157.2 172.8 186.5 198.2 207.2 212.7 215.0

面積按分値（最大診療圏）

（１） 現状分析 【診療圏分析】



R● R■ 増減率 区分 R● R■

医業収益 2,018,330 2,042,531 1.2%

売上原価 224,973 221,062 -1.7% 固定費 11.1% 10.8%

給与費 1,391,689 1,363,557 -2.0% 固定費 69.0% 66.8%

委託費 150,392 147,769 -1.7% 固定費 7.5% 7.2%

設備関係費 120,380 134,015 11.3% 変動費 6.0% 6.6%

研究研修費 1,592 2,690 69.0% 変動費 0.1% 0.1%

経費 132,719 147,881 11.4% 変動費 6.6% 7.2%

利益 -3,415 25,557 -848.4%

損益分岐点医業収益 2,022,238 2,012,837

安全余裕率 -0.2% 1.5%

医業収益割合実績

損益分岐点

安全余裕率
（経営安全率）

安全余裕率：医業収益が損益分岐点
(＝利益がゼロになる医業収益)をどれ
だけ上回っているかを示す指標。

現状、経営に余裕がない状況

利益

経営の特徴
固定費型経営

①損益分岐点が高い（黒字化が遅い）

②損益分岐点を超えると利益が急増

③損益分岐点を下回ると損失の増加が
大きい

20

（１） 現状分析 【損益分岐点・安全分析】
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同じ勤続年数で給与差

年齢比例

看護部 基本給の特徴
「年齢給と勤続給の要素を主軸としつつ、
一部に能力や役割・成果等を反映させる仕
組みを併せ持っている」

差別化要素の明確化と透明性
「勤続年数による基本給差」が、「能力」
によるものなのか、「職務/役割」による
ものなのか、あるいは「成果/業績」によ
るものなのかを明確にし、職員に昇給の
ルールを透明化すること

（１） 現状分析 【職種別賃金分析①】
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同じ勤続年数で給与差

年齢にかかわらず一定
範囲で給与が支給

事務・コメディカル 基本給の特徴
「「年齢（属人的要素）」「勤続年数（時間
的要素）」を基本給の決定要因から排除して
いる」

評価制度の「公正性と透明性」の確保
「基本給差を生む人事評価の透明性にかかっ
ており、この構造を総合的に見ると、病院が
目指している（現行の賃金制度と親和性の高
い）賃金制度は以下のいずれか、またはそれ
らを組み合わせたものが望ましい

A) 職務給制度（ジョブ型）
B) 役割給制度

（１） 現状分析 【職種別賃金分析②】



A. 職務給制度（ジョブ型）
定義: 職務の価値（難易度、職責、成果）に応じて基本給が決まる。
評価: 「年齢にかかわらず」同じ職務には同じ賃金レンジが適用されるため、
現行運用と最も一致度が高い。

B. 役割給制度
定義: 「院内に期待される役割（＝責任の範囲、業務の難易度、組織への貢
献度）」を評価し、役割の大きさで基本給が決まる。
評価: 「役割」という概念は抽象的になりやすく、評価者の主観が入りやす
いリスクがある。

C.職能給制度
定義：職員の「職務遂行能力（職務を遂行する上で必要とされる知識、スキ
ル、経験）」を評価基準として、レベルに応じて基本給が決定。
評価：「能力があること（職能）」と「実際に成果を出していること」が一
致しない場合がある。

（２） 人事制度改革の方針決定
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（３） 職務調査 【職務予備調査】
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（３） 職務調査 【職務予備調査】

年 月 日

年

分包イメージを画面上で確認し印字間違い
が起きないようにしている
データーを送ってから分包機で粉砕コメント
や日にち指定をしてから分包する

A イ 1 7 分包機の操作

理論数と計算した秤量数が合っているか確
認している

A イ 1 6 軟膏剤の計量調剤・混合 混合時は、秤量を鑑査にまわし確認している

A イ 1 5 散剤、水剤計量調剤

患者様氏名で使われている特殊漢字などに
も注意している

A イ 1 4 錠剤・外用剤の計数調剤
名称類似・複数規格がある場合は注意して
ピッキングしている

A イ 1 3 薬袋を記入する・出力する

1 処方箋記載事項が適切か鑑査する

手書き処方箋の為、当院採用薬・採用規格
での記載がされているかの確認が必要。採
用規格にマーカーを引いて注意喚起してい
る

B イ 1 2 処方内容をPCに入力しデータ送信する

手入力の為、入力データに相違がないことを
確認している
一緒に分包するかしないか、PTPで払い出す
かなど入力間違いがないか確認する

習熟度
発生
頻度

臨時処方箋の内用・外用調
剤

調剤

C ロ 1

カ月

現在の仕事と具体的内容
遂行上の問題点およびリスクと無駄（利
益の源泉）と想定される解決方法

（「よく〇〇が起こるため、××することにして
いる」とうい表現で記述）

業務名 課業（単位業務）

課業の基準
具体的作業内容

（「～を〇〇する」という表現で記述）難易度

所
属

部・課 職　種 氏　名 役　職 現職経験年数

薬剤科 薬剤師

「業務予備調査票」

作　成
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（３） 職務調査 【職務記述書】
所属（部・課） 薬剤科

職　種 助手

役　職

A B C D E 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 卸から届いた医薬品を検品する イ 〇 1 完 完

2 届いた医薬品を医薬品棚に片付ける イ 〇 1 完 独

※ 期限を確認し、期限近い薬剤を上に置く

3
卸から後送連絡がFAXで送られてくるので、入荷未
定の医薬品を確認し入荷していれば未定の紙を捨て
るもしくは医薬品名の行を消す

イ 〇 1 完 援

※ 重複して発注することを防ぐ為

4 向精神薬、血液製剤等は帳簿を記入 イ 〇 1 完 独

5 ㈱マックは入荷したら医療材料の表へ記入 イ 〇 1 完 援

※
システム入力がないので棚卸時に合わなくなる為記
入

6 麻薬・毒薬は薬剤師に依頼する イ 〇 1 完 完

7
薬剤が入荷したら、入荷待ちトレーを確認し払出をす
る

イ 〇 1 完 独

※ 払出忘れを防ぐ為に確認をしている

8 ワクチンの検品・ロットごとに保管・帳簿記入する イ 〇 1 完 独

※
複数のロットがある場合は、保管場所を分けるなどの
工夫している

業　務

在庫管理

XXXXX

検品

難易度：　A：反復補助　B：定型　C：判断、指導監督　D：管理、企画立案　E：政策統率、調整決定

習熟度：　イ：1～2年で「完全にできる」に到達する課業　　ロ：1～2年で「独力でできる」にまで到達し、続く2～3年で
「完全にできる」に到達する課業　　ハ：1～2年で「援助を受ければできる」、続く2～3年で「独力でできる」、続く3～4年
過って「完全にできる」に到達できる課業

発生頻度：　1：日　2：週　3：月　4：半年　5：四半期　6：1年　7：その他

課　業 課業（作業）内容
難易度 等級別習熟度

頻度 YYYYY
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ジョブリスト 能力要件

（３） 職務調査 【職務・職能要件】

援 独 完

在庫管理 1 〇 1

2

3

2

4

・ システムマスターの操作
・ 在庫管理の基礎知識
・ ゼロ薬品の基礎知識

【院内資料】
・システム操作マニュアル
・院内医薬品集

③異常値の原因追及

④在庫金額の算出

薬価改定に伴う薬品データの確認、
調整

棚卸表すべての薬剤について数
量を実在庫と比較し、数値がお
かしいものをリストアップしたうえ
で、訂正ができる。また、ゼロ在
庫の薬品を熟知している。さら
に、在庫数量とレセプト数量との
異常値の原因究明ができ上司に
報告ができる。

薬価改定後のデータの確認がで
き、システムマスターへの切り替
え後のチェックが漏れなくできる。
また、間違った値の訂正申請が
システム部へできる。

１等級

システムマスター管理

発注点の見直し

毎月在庫表（薬品棚卸表）のチェック

①薬剤管理システム表のチェック（数量
調整）

②問題箇所（異常値）の抽出

具体的手段・方法
（図書・研修・資格・免許等）

自己啓発課題業務

薬品管理

課業内容

職掌

薬剤

職種

共通

資格等級

習熟能力
課業

遂行レベル

修得能力
（知識・技能・技術）



人
材
の
投
入

職務（役割）に人材
を配置する

業務を担当する人
材を確保すること
が、どの程度困難
であるのか

人材代替性

目
標
の
設
定

（
P
l
a
n

）

業務の目標（「何を
するのか」）を設定
する

どの程度達成の難
しい目標が設定さ
れているのか

革新性

実
施

（
D
o

）

専門知識を活用
し、他者と協同しな
がら自己判断を加
えて業務を遂行す
る

業務を遂行するに
あたり、どの程度
「専門性」「（対外的
な調整・交渉によ
る）対人関係の複
雑さ」「（自己判断
が必要な）裁量性」
の要素が求められ
るのか

専門性
裁量性

対人関係の複雑
さ

問
題
解
決
行
動
（
C
h
e
c
k
 

A
c
t
i
o

n

）

業務の遂行にあ
たって発生する問
題を解決する

業務遂行の過程
で、どの程度解決
の難しい問題が発
生するのか

問題解決の
困難度

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト

成
果

業務遂行によって
成果をあげる

業務遂行によって
実現が期待される
成果は、経営にど
の程度の影響を与
えるのか

経営への影響度

職務（役割）を見る視点

イ
ン
プ

ッ
ト

職務（役割）評価の
構成要素

職務評価の視点

ス
ル
ー
プ

ッ
ト

業
務
遂
行
の
プ
ロ
セ
ス

評価項目 スケール 定義

5 採用や配置転換による代替人材の確保が不可能な仕事

4 採用や配置転換による代替人材の確保が非常に難しい仕事

3 採用や配置転換による代替人材の確保が難しい仕事

2 採用や配置転換による代替人材の確保が容易な仕事

1 採用や配置転換による代替人材の確保が非常に容易な仕事

①人材代替性

参考資料：平成23 年度 厚生労働省委託「中小企業モデル賃金制度の研究開発等事業」中小企業のモデル賃金～中途採用者の賃金決定～ 11頁

評価項目 定義 ウェイト 評点
（1～5）

スコア
（ｳｪｲﾄ×評点）

人材の代替性
採用や配置転換によって代わりとなる人材の確
保が難しい職務

革新性
従来の方法とは全く異なる新しい方法が求めら
れる職務

専門性
職務を遂行する上で特殊な知識やスキルが必
要な職務

裁量性 職員の裁量に任されている職務

対人関係の複
雑さ（院内）

仕事を進める上で院内での調整が多い職務

対人関係の複
雑さ（院外）

仕事を行う上で社外の取引先や患者・家族・地
域住民との信頼関係を築くことが必要な職務

問題解決の困
難度

業務に係る問題を調査・抽出し、解決に繋げる
職務

経営への
影響度

病院全体の業績に大きく影響する職務

（４） 職務評価 【構成要素】
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モデル賃金

標準生計費
※総務省 家計調査

(施設規模・職種別)賃金相場
※厚生労働省 賃金構造基本統計調査
※人事院 職種別民間給与実態調査

VS

予測年齢 18歳 26歳 30歳 35歳 40歳

世帯人員 1人 2人 3人 4人 5人

令和5年度（令和5年4月）
北海道標準生計費【札幌市】

139,450 144,370 206,110 267,850 329,590

標準生計費
（社会保険料・所得税分）

182,317 188,749 269,468 350,187 430,906

（５） 賃金設計 【考え方】



支援制度

30



「令和７年度 補正予算」

31厚生労働省 令和７年度補正予算案の主要施策集
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25hosei/dl/25hosei_20251128_01.pdf

施策名：医療・介護等支援パッケージ（介護分野）
令和７年度補正予算案 2,721億円



「令和７年度 補正予算」

32
厚生労働省
令和７年度補正予算案の主要施策集
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25hosei/dl/25hosei_20251128_01.pdf

介護分野における物価上昇・賃上げ等に対する支援
（介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業）

令和７年度補正予算案
1,920億円

処遇改善加算の対象サー

ビスについては加算取
得事業者、
対象外サービス（訪問看
護、訪問リハ、ケアマネ

等）については処遇改
善加算に準ずる要
件を満たす（又は
見込み）事業者が
対象。



「業務改善助成金」

33

生産性向上に資する設備投資等
（機械設備、コンサルティング導
入や人材育成・教育訓練）を行う
とともに、事業場内最低賃金を一
定額以上引き上げた場合、その設
備投資などにかかった費用の一部
を助成。

（助成対象経費の拡大）
特例事業者（事業場内最低賃金が
1,000円未満の事業場又は申請前３
か月間のうち任意の１月の売上高
総利益率又は売上高営業利益率が、
前年同期に比べ、３％ポイント以
上低下している事業者）のうち、
物価高騰等要件に該当する場合は、
通常、助成対象経費として認めら
れていない以下の経費も対象
• 定員７人以上又は車両本体価格

200万円以下の乗用自動車
• 貨物自動車
• パソコン、スマートフォン、タ
ブレット等の端末と周辺機器の
新規導入

厚生労働省 業務改善助成金
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html



参考 「業務改善助成金」 事例

34
厚生労働省 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業 生産性向上のヒント集
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/index.html



「働き方改革推進支援助成金」

35

生産性を向上させ、時間
外労働の削減、週休２日
制の推進、勤務間イン
ターバル制度の導入や医
師の働き方改革推進に向
けた環境整備に取り組む
中小事業主
（労働者災害補償保険の
適用を受ける医業に従事
する医師が勤務する病院、
診療所、介護老人保健施
設又は介護医療院を営む
• 資本または出資持分
が5,000万円以下

• 常時使用する労働者
が300人以下）

厚生労働省 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html



参考 「働き方改革推進支援助成金」 事例

36

厚生労働省 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業 生産性向上のヒント集 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/index.html



まとめ
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まとめ ハイブリッド[JOB]型人事制度の意味づけ

38

Ｊ 正当 / 道のり Justice / Journey 

・Justice（正当性、公平性）
役割や成果に応じた公正な評価・報酬。

・Journey（旅、道のり）
職員の自律的なキャリア形成の道のりを支援。

Ｏ 成果 / 機会 Output / Opportunity

・Output（成果、生産性）
求められる成果を明確化し、生産性向上を重視。

・Opportunity（機会）
成長・挑戦の機会を公平に提供し、それを活かす能力を評価。

Ｂ 基盤 / バランス Base / Balance

・Base（基盤）
職務（ジョブ）を組織の成長の確固たる基盤と定める。

・Balance（バランス）
メンバーシップ型とジョブ型の思想をバランス良く融合。



まとめ ハイブリッド[JOB]型人事制度のコンセプト

39

「明確なJob（役割・責任）に基づく、成果志向の制度」
職務内容（Job Description）に基づき、職員が果たすべき役割と責任を明確化
し、その達成度で評価する

「戦略的JOBへの挑戦を促し、組織成長を加速させる制度」
単なるルーティンワークではなく、組織戦略に直結する戦略的な仕事
（Strategic Job）への意識を向上させる

「JOB（職務）を軸に置き、職員と組織の成長を両立する制度」
メンバーシップ型（人が軸）とジョブ型（仕事が軸）の融合において、「JOB」
が成果追求の核



まとめ ハイブリッド[JOB]型人事制度の運用メリット

40

「人財基準の明確化・適所適材」
職務記述書（Job Description）の明確化により、募集採用や配置転換を
スムーズにし、適所適材を実現する。

「専門性の重視」
専門性の高い職務（Job）について、年齢や勤続年数に関わらず、高い評
価と報酬を適用する仕組みを内包。



お疲れ様でした。
毎日の仕事が楽しくなるための
職場環境がつくられることを願っております。
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